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【論文】

職業統合的学習と学習成果
短期大学・専門学校卒業生調査より

Work-Integrated Learning and Learning Outcomes

From a Graduate Survey of Junior Colleges and Professional Training Colleges

吉本 圭一＊１

Keiichi YOSHIMOTO

要旨 高等教育から職業への移行への困難の拡大とともに、高等教育の学習内容・方法の革新への社会的関心・期待も高ま

り、今日、インターンシップなどを通したアクティブ・ラーニングが脚光を浴びている。「非大学型高等教育と学位・資格

制度に関する研究」において実施された短期大学と専門学校の卒業生調査をもとに、インターンシップから資格取得のため

の実習やアルバイト等を含めた「職業統合的学習（work-integrated learning）」を総合的に把握し、その学習成果形成へのイ

ンパクトとして、短期大学・専門学校教育の初期キャリアへの有用性を検討した。その結果、専門的な資格取得のための実

習、インターンシップだけでなく、専門分野と関連したアルバイトなど、卒業生は在学中にさまざまの経験を通した学習を

しており、これが教育の職業的有用性を高めていることが明らかになり、これらの諸活動を職業統合的学習として総合的に

把握することの適切性を確認することができた。

キーワード 卒業生調査、IR、インターンシップ、職業統合的学習、学習成果、キャリア教育・職業教育

１．序

１．１ 研究の目的

大学型、非大学型を含む第三段階教育における職業・社

会への適切な移行とそのための学習成果の質保証、そして

機能的分化の在り方が政策的・社会的に注目され、そのた

めの学習内容・方法の革新としてインターンシップなどの

アクティブ・ラーニングや、より実践的な職業教育の探究

が学術的にも課題となっている。

こうした課題に応じて、本稿では、高等教育機関の教育

改善や学生募集に求められる点検活動（IR）を支援するた

めに開発された卒業生調査システムを、２０１２～１３年にか

けて利用した、短期大学、専門学校の５５機関の調査デー

タをもとに、卒業直後から１０年目までの初期キャリア形

成の実態を把握し、それと関連づけて卒業生の視点からみ

た母校在学中における教育・学習経験に対する評価を分

析・検討する。

１．２ 日本における高等教育から職業への移行とキャリ

ア形成に関する大学モデルと非大学モデル

高等教育から職業への移行に関する研究においては、

CHEERS、REFLEXの一連の国際比較調査のなかで、Allen

et al．（２００７）、吉本編（２００９）など、欧州諸国との対比

の中で、我が国における「大学教育の遅効性」－大学教育

の効果は卒業直後ではなく、遅く現れる－が繰り返し指摘

されてきた。すなわち、学卒者の仕事における知識・技能

の有用性は、要求される仕事のレベルによって左右され、

＊著者紹介
＊１ 九州大学第三段階教育研究センター長・主幹教授、短期
大学コンソーシアム九州研究センター長
e-mail: yoshimoto@edu.kyushu-u.ac.jp

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．５

―５―



卒後年数が長くなればなるほど仕事の内容とレベルが上が

り、在学中に獲得した知識・技能が適切に役に立つ機会が

増え、有用性は高まるのである。

このような説明は、OJTやジョブローテーションを基

盤にした人的資源開発や、大卒者の昇進は見込まれている

がそのスピードが遅い、などの日本的なアプローチと整合

している。しかし、このモデルが、大学以外の非大学型機

関を含めた高等教育全体に適用しうるのかどうか、短期大

学基準協会（２００５）の傾向なども踏まえて、稲永・吉本

（２０１２）は複数の卒業生調査をも検討した結果、短大・

専門学校に関しては教育の遅効性モデルが適用しにくいこ

と、むしろ卒業時の教育の移行への適切性がその後の初期

キャリア形成の段階では否定的な評価に変わっているので

はないかとの結論を示している。

次なる課題は、どのような機関類型・専門分野において

大学型のモデルが適用できるのか、そしてそれ以外の分野

等の場合にどのようなモデルが妥当なのかということであ

る。短大の場合でも、保育等の専門的な人材養成の分野も

あるが、人文・ビジネス系などの分野などでは、教育の職

業生活への有用性は再考の必要があり、地域総合科学科な

どの相対的に幅広いキャリアの可能性を提示しながらそれ

を探索するタイプの学科への改組転換なども進んでおり、

オルタナティブな教育＝学習のモデルの検討、教育の「遅

効性」との関わりの検討、の余地がある。

本稿の基本的課題のひとつは、多数の短大と専門学校の

協力を得て、多様な専門分野をカバーし、卒業後１０年ま

での卒業生を対象とした初期キャリアの調査を通して、そ

のモデルの適用範囲を検討しようとするものである。

１．３ インターンシップと職業統合的学習

高等教育から職業・社会への移行の困難を直接取り上げ

た中教審キャリア教育・職業教育特別部会では、キャリア

教育・職業教育という現代的課題への取組が審議され、こ

の過程で短大、専門学校等の非大学型高等教育の固有性も

注目されることになった。２０１１年の、いわゆる「キャリ

ア教育・職業教育答申」（中教審２０１１）では、職業実践

的な教育に特化した枠組みを提案するに至っている。他方、

大学教育を中心に、その学習成果を通した質保証を論じて

きた大学分科会での議論を経て、２０１２年の中教審「質的

転換」答申では、アクティブ・ラーニング（主体的な学修）

が提唱され、その方法論として、対話型の授業等とともに

学外での体験的学習を基本とするインターンシップ等がク

ローズアップされている。この、インターンシップ等は、

キャリア教育・職業教育においても重要な教育＝学習方法

論と想定されており、特に短期大学・専門学校の教育にお

いて資格取得のための実習等と並んでその充実が重要な課

題となるものである。

しかしながら、インターンシップのコンセプトは必ずし

も明確ではない１）。１９９７年に三省合意によって政策的にそ

の導入・推進が図られてきたインターンシップは、量的に

は一定の普及を見るものの、その用語の多様な使用や、そ

の期間的な短さなど内容的な充実という面で、多くの課題

を有していることがこれまでにも多く指摘されてきた（吉

本２００６など）。このため、文部科学省においては、従来

の三省合意を見直しながら新たな方向性を探るための調査

研究協力者会議を組織し議論した結果として、２０１３年８

月に「インターンシップの普及及び質的充実のための推進

方策」がまとめられている（文部科学省２０１３）。文部科

学省（２０１３）では、吉本・稲永編（２０１３）が提起する

「インターンシップ、サービス・ラーニングなどの広い範

囲の体験活動を含めた『職業統合的学習（Work-Integrated

Learning: WIL）』という包括的な概念」について、今後の

量的普及、質的充実を進めるための重要な方向性のひとつ

として言及している。

「職業統合的学習」とは、インターンシップと同等ある

いは質的に充実した体験的活動の包括的概念であり、具体

的な活動としては、インターンシップだけでなく、特定の

資格取得を目的として実施する実習学習、コーオプ教育、

PBL、サービス・ラーニング、また一定のテーマを持ち企

業の現場を踏まえたワークショップなどを含むものである。

文部科学省（２０１３）では、職業統合的学習の延長として

の経験による学習活動として、アルバイトについても結論

はまとまっていないが、議論の俎上にのせている。つまり、

職業統合的学習を、それが目指すべき学習成果等の機能面

から把握していこうとすれば、インターンシップ等と同じ

機能を果たしうるものとして、アルバイトだけでなく、海

外留学、休学を通したギャップイヤーなどの活動まで、広

く経験による学習も、条件によっては近似する機能を果た

しうるものとして考慮していく必要がある。吉本（２００９）

では大学卒業生調査をもとに「専門と関連する就業体験」
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の効用を検討しており、インターンシップであれ、アルバ

イトであれ、大学在学中に「専門と関連する就業体験」を

経験している場合には、４６％が自分の「知識・技能」を

初職で活用しているのに対して、経験していない場合には

２９％にとどまっていること、他方で「専門と関連しない

就業体験」をみると、そうした効果はみられないことなど

を明らかにしている。

このように、インターンシップをより包括的に、アクティ

ブ・ラーニングとしての機能を有する職業統合的学習とい

う概念で把握して、学位プログラム等のなかの中核的要素

として位置づけようという考え方が展開されている。職業

や社会への移行にかかわるラーニングアウトカムは、職業

的社会的文脈の下で学ぶことによって形成される。大学で

学んだことは職業的・社会的経験とともに遅効的に活用さ

れていく。このため、ラーニングアウトカムアプローチに

おいては、地域ステークホルダーの関与、対話が求められ、

また地域ステークホルダーとの対話を通して「高等教育の

地域力（地域マネジメント力）」が高まると想定されるの

である。ともあれ、本稿では、こうしたインターンシップ

およびさまざまの類似する職業統合的学習の、学習成果へ

のインパクト、また母校の短期大学や専門学校への評価に

どのようにつながるのかを検討していく。

１．４ 教育の質保証にかかる IRのための卒業生調査

第三段階教育は、多くの若者にとって職業社会への移行

の関門であり、そこで修得される知識・技能等の有用性も、

卒業時点だけでなく、中長期的な視点での初期キャリアを

通して適切に把握できる。近年の重要な教育課題であるア

カウンタビリティと質保証の中で位置づけてみると、教育

機関がこうした卒業生の初期キャリア調査を実施し、学習

成果やその活用を点検・評価することが求められる。大学

卒業生調査の国際的な動向を調査したWeert & Vidal

（２００５）によれば、カレッジ・インパクト、卒業後の移

行・キャリアなどの研究領域が確立され、さらに米国では

卒業生をステークホルダーとしてどのように大学の活動へ

の関与・参画してもらうのか、つまり実践的な IR型調査

研究が展開しているという。

しかし、日本の現状においては、学生・卒業生その他の

ステークホルダーを調査し、そうしたエビデンスをもとに

点検・評価がなされているのかというと、必ずしも十分な

普及を見ていない。２００８年時点での調査によれば、在学

生の授業評価はほとんどの大学が実施しているものの、卒

業生調査実施大学は４分の１にとどまっている（稲永２００９

）。その後の中教審「キャリア教育・職業教育特別部会」

の議論を通して大学設置基準が改定され、より明確に職業

への移行にかかるキャリアガイダンスの機能の充実が求め

られ、またその成果の検証が求められている。つまり、職

業世界に対する高等教育のレリバンスが、「学習成果」と

いう面からも、より重視されるようになっている。

しかしながら、他方では個人情報保護・プライバシー感

覚の高まりや、住居移動に伴う調査アクセスの難しさなど、

卒業生とコンタクトする技術的な困難から、大学等の教育

の点検評価にもちいるための卒業生調査の方法論は十分に

開発されていない。

短大・専門学校の場合も、２０１３年の中教審キャリア教

育・職業教育答申などからも要請されているように、職業

教育を重視する第三段階教育の機関として、卒業生の職業

的活動に対して４年制大学以上に関心を払っていく必要が

あるが、これらの機関では、専門が職業に応じて細分化し

ており、機関規模が小さいことや制度的特性も加わり、卒

業生調査の開発・普及が大学セクター以上に遅れている

（短期大学基準協会・短期大学の将来構想に関する研究会

編２００９など参照）。

本稿では、そうした学習成果をもとにした教育の質保証

の方法論としての卒業生調査の方法論の探究もその課題の

ひとつとするものである。規模が小さく専門がより細分化

されている短期大学や専門学校にとって、共同実施による

効果的な IR実施可能性を高めていくことが有意義であり、

またWebシステムにより、そうした個別多様性と一定の

汎用性・比較可能性とを両立させようとした調査システム

の開発結果を検討していくことになる。

２．研究の方法

２．１ ２つの科研と５５機関の参加による共同調査研究

本研究は、九州大学「高等教育と学位資格研究会」が、

２つの科学研究費補助金による研究組織合同の調査チーム

を組織し、Web調査システムを開発し、全国のすべての

短期大学と専門学校に共同実施を働きかけ、学習成果を通

した IRシステムに関心を持つ５５機関（短大２１、専門学

校３４）がこの主旨に賛同し参加して、実施されたもので
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ある。

科学研究費として、平成２１‐２４年度文部科省科研費（基

盤 A）「非大学型高等教育と学位・資格制度に関する研

究」（課題番号：２１２４３０４４、研究代表者：吉本圭一）およ

び平成２３‐２５年度科研費（基盤 B）「大学から職業への移

行を促すインターンシップを軸としたキャリア教育研究」

（課題番号：２３３３０２４６、研究代表者：椿明美）において、

両科研において共通する研究分担者等を中心に、調査チー

ムを編成し、調査企画・実施にとりくんだ。

２．２ Web調査システムの構築とその特徴

九州大学「高等教育と学位・資格研究会」では、これま

でその実態と特質の把握が進んでこなかった「非大学型高

等教育」（ISCED‐５B〈ISCED１９９７版〉と位置づけられる

短大・専門学校および高等専門学校の４年制大学以外の第

三段階教育機関）に焦点をあてて、その教育的特質と質保

証のあり方を研究し、そのための方法論として、卒業生調

査（以下「EQ卒業生調査」と称する）のシステムを企画・

開発した。その最大の特色は、機関・専門分野・個人の経

歴の多様性に対応する柔軟性と、それらの統合性を兼ね備

えた調査のシステムという点であり、これがWeb調査シ

ステムを用いることによって可能となっている。

すなわち、IR（institutional research）とは、字義通りに

訳せば第三段階教育機関研究となるが、それはいわば各機

関のアイデンティティ研究とも言うべきものであり、それ

は本質的に各機関の個別性を基礎に置くものでなければな

らない。とくに非大学型機関の多様性からすれば、このこ

とは４年制大学の IRより以上に重要である。もちろん大

学においても機関の実質的に大きな多様性を無視すること

はできないが、歴史的・国際的に形成されてきた大学理念、

例えばフンボルト理念などの規範的なモデルが一定程度共

有されており、それらのとの異同、親近さにおいて質保証

や比較の尺度を設定しやすい。

非大学型という意味では、学術的な大学モデルをその原

型としながらも、しかし多くの場合に職業及び実際生活に

関わる目的を明確に持つことからの独自の多様な方向への

発展を遂げている。一方に職業的な訓練要素を大きくもつ

プログラムがあれば、他方で大学型の研究を視野に置く科

学技術志向の専門教育プログラムもあり、また中等教育の

完成とその延長としての普通教育を中心とした教養指向の

要素をもつプログラムもある。これらの機関の多くは「職

業」ないし「実際生活」にその目標を設定しているものの、

それらの文脈を分野横断的に把握する理念的なモデルは十

分な確立を見ていないのである。

さらに、卒業生の初期キャリアの把握は、仮に２０歳す

ぎからの卒業後１０年間を視野に入れても、そこには学習

面、職業生活面、私生活面での多くのライフイベントやキャ

リアの転機が存在している。そのため、そのそれぞれに応

じた妥当性のある設問を設定するのは重要なことであるが、

これまでの印刷された紙媒体の調査質問紙においてはそれ

は容易ではなかった。

この個別文脈対応性と比較可能性との両立のジレンマを

打開するのに不可欠だったのが、Webを利用した調査シ

ステムである。ここでは、卒業生が各設問でのキャリアの

分岐（進学か就職かなど）を選択し回答していく都度に、

Web上でのそれ以後の設問の内容や用意される選択肢、

場合によってはその順序まで異なってディスプレイ上に表

示されていく。他方、同じ内容の設問でありながらも、教

育を受けた専門分野によって選択肢が別々に用意される。

そして、ここでは類似の専門分野間での比較の観点もまた

求められ、このため一定の規模での専門分野のグルーピン

グが重要になる。

「高等教育と学位・資格研究会」では、この EQ卒業生

調査と並行して、非大学型高等教育機関のカリキュラム等

に関する訪問・インタビューによる事例研究を蓄積し、ま

た国際的な教育・訓練の標準分類を吟味した結果、研究会

独自の専門分野分類（EQ分類２））を編成してきた。

そこで、この分類を参照しつつ、実際の参加機関におけ

るプログラムの近似性を検討して分野を統合し、また分割

した結果として、以下の専門分野１７分類別に設問を用意

することとなった。

１ 国家資格（看護、医療、リハビリ系）

２ 国家資格（保育、幼児教育）

３ 国家資格（栄養士、管理栄養士）

４ 国家資格（理容、美容）

５ 調理・製菓（国家資格系を含む）

６ 福祉（国家資格系を含む）

７ 工業（情報を含む）

８ 商業・ビジネス・生活

９ 医療事務
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１０ 人文・語学系

１１ 地域総合科学科・キャリア探索系

１２ 音楽

１３ デザイン（ファッション）

１４ デザイン（グラフィック・コンテンツ）

１５ 観光

１６ スポーツ

１７ ペット

調査項目は、A）出身学科・専攻とあなた自身について、

B）在学時の学習・学校生活について、C）卒業後の進路・

職業経歴について、D）現在の仕事について、E）資格・

検定と卒業後の学習経験について、F）仕事や生活で必要

な能力について、G）これまでの生活や家族について、H）

これまでの経験を総合的に振り返っての全８項目群から構

成されている。繰り返しになるが、特に、卒業生の産業・

職業などの選択肢においては、必要な能力構造、進路パター

ンを想定し、かつ比較可能性を担保する調査設計を用意し

た。

各機関における固有の意味を有する単位での選択肢設定

に最大限の配慮を払いつつ、かつ分野横断的な分析を可能

とするものを目指した。職業について説明すれば、すべて

の回答者の選択したカテゴリーを括っていけば最終的には

少なくとも標準職業大分類レベルでの分析が可能になる。

他方で、各機関内において、インプットやプロセスの種差

（性別や学習経験タイプなど）にもとづいて分析する際に

は、各機関固有の分野での職業小分類あるいはそれ以下の

分類レベルでの分析が可能となるように設計されている。

この設計の過程では、各参加機関との、また専門分野グルー

プ内の機関間で協議を通して進められた。

２．３ 調査の実施と IR活動

調査対象としては当初３コーホート（卒業後１年、５年、

９年）を標準的に設定したが、短期大学・専門学校の特色

として、機関や学科や専攻としては卒業者数が少ない機関

が多く、その実態に応じて、機関ごとに他の卒業年コーホー

トも含めて最大１０コーホートまでの調査を可能とした。

Web調査は２０１２年１０月～２０１３年３月（一部は２０１４

年度実施し、２０１３年７月１０日までに回収）で実施した。

この間、各機関で原則として２回の督促を行い、都合３回

のコンタクトを行った。

有効発送数７２，６３０名（住所不明による未着・返却数を

除く）の卒業生に対し、有効回答数７，４５７票、１０．３％の

回答を得ている。この中から、本稿では、基礎属性および

主要項目の有効回答サンプルをさらに抽出し、６，３６５サン

プルを分析に用いる。

２．４ 分析の視点および分析に用いた変数

� 職業統合的学習（WIL）の概念と指標について

インターンシップから職業統合的学習への教育＝学習理

念の展開の途上で、職業統合的学習に関する明確な弁別基

準を設けることはまだ難しい。まず理念的には２次元の弁

別軸が検討できる。すなわち、図１の通り、一つには該当

する経験内容の学術統合性と職業統合性の軸がある。一方

ではそれぞれの学位プログラムやカリキュラムの中にイン

ターンシップなどの活動がどの程度統合されているのか、

その対極には修了後に想定される職業やキャリアの準備と

してどこまで連続的で統合されているものであるのかとい

う軸が設定できる。学位プログラム等において必修とされ

ているもの、選択的な単位化されているものもあれば、カ

リキュラムにおける単位として設定されてはいないがガイ

ダンスの機能の充実という観点で学校からの指導が行われ

ているもの、さらに学生自身が主体的に行う活動として、

学生委員会等が把握している海外留学や今後拡大が想定さ

れるギャップイヤー活動、学校側からは情報を把握するだ

けで特に指導をしないもの、そして学校が把握していない

ものと続く。

この統合性軸と関連して、学校側の関与の程度の軸を位

置づけることができる。この２つの軸は一般に関連してい

るが、企業の実施するインターンシップなどに対する学校

サイドの関わり方は一様ではないため、より職業統合的学

習の性格を強く持ったものとそうでないものとに分かれて

図１ 多様な就業経験を通した学習

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．５
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表１ 分野別の卒業直後（卒業６ヶ月以内）の進路

就職 進学
進学も就
職もして
いない

その他 合計

短大

医療系国家資格（看護・リハビリ・福祉） ８３．１ ９．２ ４．６ ３．１ １００．０ ６５

その他国家資格（保育・栄養・理美容） ８５．３ ８．８ ２．８ ３．１ １００．０ ８６５

ビジネス・キャリア・人文・観光 ８１．５ ４．４ ８．１ ５．９ １００．０ ４０５

芸術・デザイン ６７．８ １９．０ ７．４ ５．８ １００．０ １２１

計１） ８２．６ ８．２ ５．１ ４．１ １００．０ １，５２９

専門
学校

医療系国家資格（看護・リハビリ・福祉） ９５．５ １．１ ２．１ １．３ １００．０ １，１６６

その他国家資格（保育・栄養・理美容） ９４．３ ０．９ １．９ ２．８ １００．０ １０６

調理・製菓 ７６．７ １３．７ ５．３ ４．３ １００．０ １，３５２

工業（情報を含む） ８９．９ １．２ ４．７ ４．２ １００．０ ４０５

ビジネス・キャリア・人文・観光 ８４．３ ４．１ ５．２ ６．４ １００．０ １７２

芸術・デザイン ８１．８ ０．６ １０．１ ７．５ １００．０ ４９４

その他（スポーツ・ペット） ６８．８ １５．９ ８．０ ７．２ １００．０ １３８

計 ８５．０ ６．２ ４．９ ３．９ １００．０ ３，８３３

注１）短大計には、ここで表示していない、サンプル数の少ない分野（「調理・製菓」と
「工業（情報を含む）」）も含まれる

いく。

この２軸でいろいろな活動をマッピングできる。図１で

は、特徴的な活動について、より職業統合性が明確なもの

（○）、条件を追加し限定することで職業統合性を確保で

きるもの（△）、職業統合的学習とは位置づけられないも

の（×）を想定し図示している。

最も学業に統合された就業体験は、養成課程とされる資

格取得プログラムにおける現場・現地の実習である。それ

に準じる活動が、学校の関与するインターンシップである。

他方、企業主導のインターンシップに関しても学校が適切

に関与している場合に職業統合的な学習の適切な機能を発

揮すると想定される。

また、日本の第三段階教育の特徴として私費負担が大き

い。このため、学生は一般に学費や生活費のためのアルバ

イトを余儀なくされている。しかし、その内容によっては

学位プログラムの学習の補充・補完、また独自の効用を持

ちうる。例えば大学での法学を学ぶ場合の法律事務所のア

ルバイトや、調理の専門学校におけるレストランでのアル

バイトなどがそれにあたろう。これらが学校により適切な

指導、コーチングがなされることで、職業統合的学習の機

能を高めていくことが可能となるであろう。さらには、地

域課題に取り組む PBLや、海外での体験的学習もあれば

サービス・ラーニングなど「職業」に直接関わらない活動

も同様の機能を果たしうると想定される。

ともあれ、本稿の扱う職業統合的学習の指標としては、

データをもとに以下の５つ多重選択型カテゴリーを設定す

ることとした。

① 資格取得のための実習

② インターンシップ

③ 専門と関連するアルバイト経験

④ アルバイトにおいて専門と関連しないもののみの

経験（専門と関連するアルバイト経験者を除く）

⑤ いずれの就業体験も経験していない

� 専門分野分類指標について

本稿においては、調査システムにおける個別性の視点よ

りも、分野横断的な共通性と差異性を解明すること、それ

ゆえ可能な範囲でより広く中範囲の分類での特性を比較す

ることに取り組んだ。そこで、以下のように、専門１７分

野を７分野に操作的に集約して分析を行っている。なお、

ここでは、国家資格領域を医療・福祉系と家政・衛生系と

に大きく区分し、また専門学校において特に調理・製菓分

野のサンプルが多いため、「他の国家資格」のカテゴリー

からは独立させている。

① 医療系の国家資格（看護・医療・リハビリ・養護）

② 他の国家資格（保育・栄養士・美容・福祉等）

③ 調理・製菓

④ 工業（情報を含む）

⑤ ビジネス・キャリア・人文・観光

⑥ 芸術・デザイン

⑦ その他（スポーツ、ペットなど）

３．卒業後の進路と初期キャリア形成

３．１ 卒業直後の進路と初職継続状況

短大・専門学校卒業直後の進路をみると、表１の通り国

家資格系において就職率が高く、同一分野についてみれば

多くの分野で短大と専門学校とでほぼ近似し、一部専門学

校で就職率の高い傾向が見られる。資格系の中では「調理・

製菓」の卒業生は必ずしも高い就職率とはなっておらず、

進学者も一定数ある。芸術・デザイン分野の場合には、短

大では進学の比率、専門学校では無業の比率が高く、その

進路傾向の違いは大きい。

また、初職継続の状況をみると、表２のように、医療系

国家資格の専門学校で、卒業後７年以上経過しても６割近

くが初職を継続するという場合もあるが、多くの分野でそ

の割合は３割から４割程度に留まっている。
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表２ 卒業後の年数別・分野別の初職継続率 （％）

計

医療系
国家資格
（看護・
リハビリ・
福祉）

その他
国家資格
（保育・
栄養・
理美容）

調理・
製菓

工業
（情報を
含む）

ビジネス・
キャリア・
人文・
観光

芸術・
デザイン

その他
（スポーツ・
ペット）

短大

卒業３年まで ７８．８ ７５．０ ８２．７ － － ７５．４ ８２．４

卒業４～６年 ５２．６ ３６．０ ５５．５ － － ５１．７ ５５．８

卒業７～１０年 ３５．８ ３７．５ ３６．５ － － ４１．８ ２７．３

専門
学校

卒業３年まで ７３．９ ８８．３ ７１．４ ５２．２ ８４．８ ７８．２ ７５．５ ７０．６

卒業４～６年 ４４．８ ６８．５ ６３．６ ２０．４ ５４．５ ４０．０ ４６．８ ４８．６

卒業７～１０年 ３１．３ ５７．３ ４０．０ １４．７ ３４．７ ３６．１ ２２．６ ２８．０

注）［－］はサンプル数が少ないため算出していないもの

表３ 初職から現職への移行－関連分野比率の変化－

初職が卒業した専門
分野と関連する分野
である比率

現職が卒業した専門
分野と関連する分野
である比率

短大１） ７６．２ ７３．５

専門学校 ８８．２ ７７．４

医療系国家資格（看護・リハビ
リ・福祉）

短大 ８６．９ ８３．９

専門学校 ９８．１ ９５．６

その他国家資格（保育・栄養・
理美容）

短大 ８９．０ ８４．４

専門学校 ９３．２ ８６．０

調理・製菓 専門学校 ９１．３ ６７．５

工業（情報を含む） 専門学校 ７７．２ ６９．２

ビジネス・キャリア・人文・観光
短大 ５０．７ ５３．１

専門学校 ６１．３ ５７．３

芸術・デザイン
短大 ６４．３ ６５．７

専門学校 ７３．６ ６９．９

その他（スポーツ・ペット） 専門学校 ８４．６ ７８．４

注１）短大計には、ここで表示していない、サンプル数の少ない分野（「調理・
製菓」と「工業（情報を含む）」）も含まれる

表４ 短期大学・専門学校への総合的な満足度と各領域別の有用性

総合的
に振り
返って
本学に
対する
満足度

短大・専門学校教育の有用性

�就職先
を見つけ
る上で

�仕事に
必要な基
礎を身に
つける上
で

�仕事で
一人前に
なる上で

�将来の
キャリア
を展望す
る上で

�仕事に
必要な学
習を続け
ていく上
で

�人格を
形成して
いく上で

短大

医療系国家資格
（看護・リハビリ・福祉）

平均値 ３．９８ ４．０７ ４．２６ ４．１１ ３．９８ ４．１２ ３．７０
標準偏差 ．８９６ １．１４７ １．０４４ １．１３３ １．１４２ １．０７０ １．１１１
度数 ５７ ５７ ５７ ５５ ５７ ５７ ５６

その他国家資格
（保育・栄養・理美容）

平均値 ４．１３ ４．２７ ４．３７ ４．０１ ３．８６ ４．２０ ３．８７
標準偏差 ．８６７ ．９１４ ．８４２ ．９４８ ．９４８ ．８８１ ．９２５
度数 ７０７ ７９１ ７９０ ７８７ ７８９ ７８８ ７８７

ビジネス・キャリア・
人文・観光

平均値 ３．９２ ３．８９ ３．９１ ３．５１ ３．４９ ３．７０ ３．７１
標準偏差 ．９９１ １．１１５ ．９５９ １．００７ １．００５ ．９８６ １．０１７
度数 ３２８ ３７４ ３７２ ３７３ ３７２ ３７１ ３７１

芸術・デザイン
平均値 ４．０５ ３．８９ ３．８９ ３．５０ ３．５２ ３．７７ ３．７６
標準偏差 ．８８６ １．１４１ １．０９２ １．０７７ １．０８５ １．１１９ １．００３
度数 １０９ １０９ １０９ １０９ １０９ １０９ １０８

合計
平均値 ４．０７ ４．１２ ４．２０ ３．８３ ３．７３ ４．０２ ３．８１
標準偏差 ．９０８ １．０１９ ．９３２ １．０１６ ．９９９ ．９６９ ．９７１
度数 １２６５ １３９５ １３９２ １３８７ １３９０ １３８９ １３８５

専門
学校

医療系国家資格
（看護・リハビリ・福祉）

平均値 ４．０５ ４．２４ ４．４４ ３．９７ ３．８４ ４．１９ ３．６１
標準偏差 ．８４３ ．９７５ ．７９５ ．９４８ ．９７３ ．８４７ １．０４４
度数 １１２９ １１２８ １１２４ １１２６ １１２４ １１２５ １１２３

その他国家資格
（保育・栄養・理美容）

平均値 ４．１０ ４．３６ ４．４０ ４．００ ３．９６ ４．２４ ４．０４
標準偏差 ．９１２ ．９８８ ．８８０ １．０２６ ．９８３ ．８８４ １．０５５
度数 ９６ ９５ ９５ ９６ ９６ ９５ ９６

調理・製菓
平均値 ４．０３ ４．０５ ４．１４ ３．７１ ３．７４ ３．９５ ３．３７
標準偏差 ．９４５ １．０８９ ．９８６ １．１０２ １．０９６ １．０２５ １．１０８
度数 １２６６ １２６３ １２６０ １２６２ １２６１ １２５９ １２６４

工業（情報を含む）
平均値 ３．８７ ４．１３ ３．９５ ３．４４ ３．４７ ３．７４ ３．２０
標準偏差 ．９９１ １．０９７ １．０７６ １．１５２ １．１２４ １．０３８ １．２０１
度数 ３９４ ３９４ ３９３ ３９４ ３９０ ３９４ ３９３

ビジネス・キャリア・
人文・観光

平均値 ４．２０ ４．２５ ４．１７ ３．６５ ３．７５ ３．９６ ３．８８
標準偏差 ．９４７ １．０１０ １．０３７ １．１００ １．０６１ １．００２ １．００８
度数 １６２ １６２ １６２ １６２ １６１ １６１ １６２

芸術・デザイン
平均値 ４．０２ ４．０７ ４．０３ ３．５１ ３．４４ ３．８２ ３．４９
標準偏差 ．９６４ １．０７７ １．０２２ １．０８０ １．０７９ １．００８ １．１３４
度数 ４７５ ４７５ ４７１ ４７０ ４７２ ４７３ ４７４

その他
（スポーツ・ペット）

平均値 ３．８４ ３．９９ ４．２２ ３．８６ ３．９１ ４．２０ ３．８５
標準偏差 １．１００ １．２４３ １．０３７ １．１７４ １．１０９ １．０５７ １．１２１
度数 １２４ １２２ １２３ １２２ １２３ １２２ １２３

合計
平均値 ４．０２ ４．１３ ４．２１ ３．７５ ３．７２ ４．００ ３．５０
標準偏差 ．９３０ １．０５７ ．９６３ １．０７６ １．０６７ ．９８２ １．１１４
度数 ３６４６ ３６３９ ３６２８ ３６３２ ３６２７ ３６２９ ３６３５

注）各指標は、５件評定による（５が最上の評価）

同じ医療系国家資格取得者でも、短大卒業者の場合、卒

業７年以上では、他の専門領域卒業者と同程度の初職継続

率となっている。他方で、専門学校「調理・製菓」の卒業

者は卒業３年までに半数近くが初職を離れており、７年以

上継続している者は１５％にすぎない。

３．２ 初期キャリア形成における専門との関連性

初期キャリア形成段階において卒業後の初職における専

門分野と仕事の関連性、現在の職業における関連性をみる

と、表３の通り、分野の違いは大きいが、合計してみると、

短大・専門学校卒業者とも、いずれの段階でも７～８割の

関連性がみられる。これは吉本（２００９）などの大卒者調

査の類似の指標と比較３）して、相対的に高い関連度とみる

ことができる。また、短大と専門学校とではそれぞれの分

野で専門学校の方が相対的に関連度は高く、分野別には、

ビジネス等の専門分野において関連分野比率が低い。

そして、調理・製菓の分野については卒業後の初職では

専門と関連する職業に９割が就職しているものの、現職で

の関連度は６割に低下しており、先の初職継続の低さとも

関連づけてみると、調理・製菓の卒業者は、同じ分野の料

理店を渡り歩き遍歴修行をしているというよりも、調理・

製菓の業界から他業界へ流出していると結論できるだろう。

３．３ 初期キャリア形成の総合評価と教育への満足度

こうした初期キャリアを形成しながら、卒業生たちは母

校の教育と学習経験をどう評価しているのか、以下、就職

から職業キャリアの形成、人格形成までの６領域をとりあ

げ、教育の有用性を検討した。短期大学や専門学校での教

育がどう役に立ったのか、また「総合的に振り返って」の

母校の満足度を調査した。

その結果は、表４の通り、短大では、保育などの国家資

格系で最も満足度が高く、専門学校では非資格系のビジネ

ス系での満足度が高いことが明らかになっている。逆に、

短大ビジネス系は満足度が低く、学校種による違いが明ら

かなところである。また、専門学校工業系も満足度が低い

が、これは短期大学基準協会（２００５）などの短大調査の

結果とも類似し、この分野特性として理解できるかもしれ

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．５
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ない。

また、領域ごとの有用性をみると、基本的に総合的な満

足度の傾向と類似している。そして、どの領域においても、

就職先を見つける、仕事に必要な基礎を身に着けるなど、

職業に直結する、また短期的な視野での効用については一

定程度の高さを持っているが、将来のキャリアを展望する、

仕事に必要な学習をつづけていく、人格を形成していく、

など職業にとどまらない、また長期的な観点での評価につ

いては、相対的に低くなっている。

また、「仕事に必要な基礎を身につける」という点で、

その有用性評価は専門分野によって大きく異なっている。

短大・専門学校の保育・栄養・理美容の分野では４．４と

いう高い評価スコアーであるのに対して、短大の芸術・デ

ザインが３．９と最も低くなっている。他方、「人格形成」

という面では、同じく専門学校の保育・栄養・理美容の分

野で４．０の評価があるのに対して、専門学校工業の場合

には３．２がその平均値となっており、教育の適切さの評

価に大きな開きが見られる。

４．在学中の多様な職業統合的学習

４．１ 多様な就業経験を通した学習

短期大学・専門学校における職業への移行支援への方法

論として、どのような職業統合的学習を経験しているのか、

表５をみると、国家資格系では資格取得のための実習を多

数が経験しているのに対して、非資格系では多くが「専門

と関連しないアルバイト経験者」が多数にのぼる。なお短

大と専門学校を比較してみると、専門学校において国家資

格系領域であるにもかかわらず資格取得のための実習への

回答が低くなっている４）。

文部科学省（２０１３）は、２０１２年調査にもとづいて、大

学資格取得領域以外での在学中の累積でのインターンシッ

プ経験率を２３％と推計しているが５）、本卒業生調査の結

果をみれば、国家資格領域以外のビジネス・キャリア・人

文・観光などの短大で４割、専門学校で５割がインターン

シップを経験している。他方、工業領域の専門学校や、芸

術・デザイン系の短大では、インターンシップを経験した

卒業生はわずかに１割にとどまっている。

また、専門と関連したアルバイトとして、調理・製菓分

野の専門学校では、卒業生の４割がそうした経験をしてい

る。飲食店などでのアルバイトなど一定の専門関連性が想

定されるであろう。それでは次に、教育の有用性評価や母

校の教育に対する満足度とどのように関係するのか、検討

することにしよう。

４．２ 多様な就業経験と学習成果をめぐる総合的評価

「医療系」でも「その他」でも、短大や専門学校の国家

資格領域においては、ほぼ一様に、教育や学習への高い満

足度と、有用性評価が観察される。職業統合的学習という

観点からも、そのほとんどは学生に資格取得のための実習

を課すものであり、その統合性ゆえに、カリキュラム全体

における職業へのつながりと、実習やインターンシップの

もつ固有のインパクトとを識別することは困難でもあるし、

またそれほど重要な論点とはなりにくいであろう。

そこで、本稿では、特に、インターンシップや、専門と

関連するアルバイト、そして職業キャリア形成の部分的な

資格のための実習、こうした点の検討をするために、以下

では調理・製菓、工業、ビジネスの３領域を選定して、多

様な職業統合的学習とその満足度や有用性評価へのインパ

クトをさぐることにした。

表６－１はビジネス等の分野における職業統合的学習の

効用である。満足度をみても、職業統合的学習の経験によ

る差異は明確な傾向を読み取りにくい。短大ビジネス系で

はインターンシップ経験者の満足度が高いものの、専門と

関連しないアルバイトのみの経験もほぼ同様の満足度と

なっている。専門学校でもインターンシップ経験者の満足

度は低くないが、ここでは専門と関連するアルバイトと同

じ水準の満足度である。また、領域別の有用性でみても、

インターンシップが特別に高い評価をもたらすともいえな

表５ 資格取得実習、インターンシップなどの職業統合的学習経験（複数回答）

資格
実習

インター
ンシップ

専門と関
連するア
ルバイト

専門と関
連しない
アルバイト

就業の
経験
ない

対象数

短大

医療系国家資格（看護・リハビリ・福祉） ８５．２ ６．６ １９．７ ３６．１ １．６ ６１

その他国家資格（保育・栄養・理美容） ７９．３ ７．２ １５．４ ６４．０ ２．３ ８３７

ビジネス・キャリア・人文・観光 ３１．６ ３７．４ ９．１ ８０．８ ３．３ ３９６

芸術・デザイン ５３．３ ４．２ １６．７ ６２．５ ７．５ １２０

計１） ６２．６ １６．７ １４．０ ６７．５ ３．２ １，４８７

専門
学校

医療系国家資格（看護・リハビリ・福祉） ６１．２ ３．５ １２．２ ６３．３ ７．５ １，０９４

その他国家資格（保育・栄養・理美容） ５５．２ １７．１ １５．２ ７５．２ ４．８ １０５

調理・製菓 ２２．０ ２．９ ４０．２ ４５．７ １０．５ １，３３６

工業（情報を含む） ２３．４ １２．２ ７．４ ６９．７ １５．５ ３９３

ビジネス・キャリア・人文・観光 ２６．７ ５０．６ １１．６ ７０．９ ８．７ １７２

芸術・デザイン １８．２ ２８．４ １５．１ ６３．８ １３．３ ４８９

その他（スポーツ・ペット） ４７．４ ５１．１ ３５．６ ５２．６ ０．７ １３５

計 ３５．２ １１．８ ２３．０ ５８．０ ９．９ ３，７２４

注１）短大計には、ここで表示していない、サンプル数の少ない分野（「調理・製菓」と
「工業（情報を含む）」）も含まれる
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い。

これに対して、表６－２では、専門学校に限定して、調

理・製菓の領域と工業（情報を含む）の領域で、同様の満

足度と有用性評価を検討した。調理・製菓の場合、前述し

たとおり「専門と関連するアルバイト」は多くが経験して

おり、また「専門と関連しないアルバイトのみ経験」の者

と、満足度や有用性評価において系統的な差異がみられた。

すなわち、「資格取得のための実習」「インターンシップ」

「専門と関連するアルバイト」の３つの経験は、満足度等

に同様にプラスの効果をもたらしているのに対して、「専

門と関連しないアルバイトのみ経験」や「就業体験なし」

の場合には、母校への評価、各領域での有用性に関して系

統的に低い評価をしていることがわかる。

工業領域でも、インターンシップの評価が必ずしも高く

ない項目もあるが、総じて調理・製菓と同様に、「実習・

インターンシップ・専門関連アルバイト」と、「専門非関

連アルバイト・就業体験なし」との間に、評価のギャップ

が生じていることが明らかである。

５．結論と考察

本稿では、短大・専門学校の相互 IRのための卒業生調

査を用いて、卒業後の初期キャリア形成の面から、教育指

導や学生の学習行動と学習成果へのインパクトを検討した。

ここでは、細分化したそれぞれの専門分野レベルの特徴に

配慮をしながら、学習成果による質保証という共通の枠組

みの探究をすすめた。特に、職業・社会への移行と職業

的・社会的自立という今日的課題に応じる「アクティブ・

ラーニング」の方法論のひとつとしてのインターンシップ

に注目し、また、それを「職業統合的学習」という、より

高次の、包括的なコンセプトで把握することをめざした。

その結果、資格取得のための実習と、インターンシップが

同等の職業への移行や初期キャリア形成への支援機能を果

たしていること、またそうした機能は、調理・製菓領域な

どでは「専門と関連するアルバイト経験」でも発揮される

ことが明らかになった。

すなわち、アクティブ・ラーニングを探究する場合、カ

リキュラムを通しての学校や教員の主導性、枠づけの範囲

内での学習だけでなく、枠付けの弱い学生の自発的な経験

にも注目すべきことが明らかになった。その点でも、単位

化され、また「採用と関係しないインターンシップ」とい

う公式に把握される活動だけでなく、本来それが移行支援

におけるモデルとした資格取得のための現場・実地での実

習はもちろんのこと、アルバイトという学校側の把握や統

制の及びにくい活動までも含めて総合的に注視していくべ

表６－１ ビジネス等分野における職業統合的学習の効用

総合的
に振り
返って
本学に
対する
満足度

短大・専門学校教育の有用性

�就職先
を見つけ
る上で

�仕事に
必要な基
礎を身に
つける上
で

�仕事で
一人前に
なる上で

�将来の
キャリア
を展望す
る上で

�仕事に
必要な学
習を続け
ていく上
で

�人格を
形成して
いく上で

短大

資格取得のための実習
平均値 ３．８５ ３．９６ ３．９７ ３．５９ ３．６０ ３．７８ ３．７１
標準偏差 ．９７９ １．０３７ ０．９３３ １．００１ １．０１８ ０．９９４ １．０５５
度数 １０２ １１７ １１７ １１７ １１７ １１６ １１６

インターンシップ
平均値 ４．０４ ４．０２ ３．９６ ３．４４ ３．４６ ３．６２ ３．７２
標準偏差 ．９１７ １．０２５ ．８９０ １．０２１ １．００３ ．９８９ ．９７５
度数 ９６ １３７ １３７ １３７ １３６ １３６ １３５

専門と関連する
アルバイト経験

平均値 ３．８１ ３．６８ ３．９４ ３．５６ ３．６５ ３．８８ ３．６１
標準偏差 ．９６５ １．００７ ．９１９ １．０２１ ０．８４９ ．８８０ １．０２９
度数 ３２ ３４ ３４ ３４ ３４ ３４ ３３

専門と関連しない
アルバイトのみ経験

平均値 ３．９４ ３．９７ ３．９４ ３．５３ ３．５１ ３．６７ ３．７２
標準偏差 ．９６８ １．１２４ ０．９５２ ０．９９０ ０．９９９ １．００６ １．００１
度数 ２５６ ２９５ ２９３ ２９４ ２９３ ２９３ ２９３

就業体験なし
平均値 ３．５０ ３．５０ ３．４２ ３．０８ ３．１７ ３．８３ ３．４２
標準偏差 １．１６８ １．０００ ．９００ ０．９９６ １．０３０ ．８３５ ．９００
度数 １２ １２ １２ １２ １２ １２ １２

専門
学校

資格取得のための実習
平均値 ４．２９ ４．１９ ４．２１ ３．７６ ３．８８ ４．１７ ３．８６
標準偏差 ．７７４ ．９６９ ．９２５ １．１００ １．０２９ ．８８１ ０．９２６
度数 ４２ ４２ ４２ ４２ ４１ ４２ ４２

インターンシップ
平均値 ４．２９ ４．３１ ４．３６ ３．８８ ３．９９ ４．１１ ４．０５
標準偏差 ．９３０ １．０６７ ．９５８ １．１２４ ．９６６ ．９４６ ０．９７２
度数 ７７ ７７ ７７ ７７ ７７ ７６ ７７

専門と関連する
アルバイト経験

平均値 ４．３２ ４．０５ ４．４２ ３．７４ ３．８９ ４．１１ ４．１１
標準偏差 ．６７１ ０．９１１ ．７６９ ０．９３３ ０．８０９ ０．８７５ ０．８７５
度数 １９ １９ １９ １９ １９ １９ １９

専門と関連しない
アルバイトのみ経験

平均値 ４．２０ ４．３４ ４．２１ ３．６４ ３．７０ ３．９５ ３．８７
標準偏差 ．９６６ ０．９９１ １．０３２ １．１３０ １．０９２ ０．９８０ １．０１８
度数 １１２ １１２ １１２ １１２ １１１ １１１ １１２

就業体験なし
平均値 ４．０７ ４．０７ ３．６７ ３．３３ ３．５３ ３．６７ ３．８７
標準偏差 ．９６１ １．１００ １．１７５ １．１１３ １．０６０ １．２３４ ０．７４３
度数 １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５

注）各指標は、５件評定による（５が最上の評価）

表６－２ 調理・製菓および工業分野（専門学校）における職業統合的学習の効用

総合的
に振り
返って
本学に
対する
満足度

短大・専門学校教育の有用性

�就職先
を見つけ
る上で

�仕事に
必要な基
礎を身に
つける上
で

�仕事で
一人前に
なる上で

�将来の
キャリア
を展望す
る上で

�仕事に
必要な学
習を続け
ていく上
で

�人格を
形成して
いく上で

調
理
・
製
菓
分
野
―
専
門
学
校

資格取得のための実習
平均値 ４．１８ ４．１４ ４．２９ ３．９１ ３．９７ ４．１５ ３．５２
標準偏差 ．８９７ １．０７７ ０．９５４ １．０５５ ０．９９８ ０．９４９ １．０６７
度数 ２６７ ２６８ ２６５ ２６７ ２６６ ２６６ ２６７

インターンシップ
平均値 ４．２９ ４．２６ ４．４４ ４．１８ ４．２６ ４．５０ ３．７１
標準偏差 ．８７１ １．０５３ ．７０５ ．９０４ ．７９０ ．６６３ １．０３１
度数 ３４ ３４ ３４ ３４ ３４ ３４ ３４

専門と関連する
アルバイト経験

平均値 ４．１２ ４．２０ ４．２７ ３．７９ ３．８６ ４．０８ ３．４１
標準偏差 ．９１３ １．０２１ ．９２３ １．１１１ １．０７３ ．９７１ １．１２８
度数 ４８５ ４８５ ４８２ ４８５ ４８４ ４８４ ４８５

専門と関連しない
アルバイトのみ経験

平均値 ３．９５ ４．００ ４．０８ ３．７０ ３．７０ ３．９０ ３．３８
標準偏差 ．９６６ １．０６７ ０．９９１ １．０６７ １．０８０ １．０１９ １．１０４
度数 ５６１ ５６０ ５５９ ５５９ ５５８ ５５７ ５６０

就業体験なし
平均値 ３．９３ ３．８６ ３．９９ ３．５１ ３．５４ ３．７３ ３．１５
標準偏差 ．９６７ １．１５３ １．０９６ １．１９４ １．１８３ １．１４２ １．０６２
度数 １３５ １３３ １３５ １３４ １３５ １３５ １３５

工
業：

情
報
を
含
む
―
専
門
学
校

資格取得のための実習
平均値 ４．０２ ４．４０ ４．２９ ３．８２ ３．９０ ４．０８ ３．３３
標準偏差 ．９３６ ．９１７ ．８６０ １．１３１ １．０５５ ．９６９ １．３１５
度数 ９０ ９１ ９１ ９１ ９１ ９１ ９０

インターンシップ
平均値 ３．８４ ４．２９ ３．９６ ３．３８ ３．４４ ３．６７ ３．２２
標準偏差 ．９０３ ．８６９ １．０２１ ０．９８４ １．０１３ ．８５３ １．１０６
度数 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５

専門と関連する
アルバイト経験

平均値 ４．２４ ４．４８ ４．２８ ３．７９ ４．１０ ４．１４ ３．５５
標準偏差 ．７３９ ０．９８６ ．８４１ ０．９４０ ０．９３９ ０．９５３ ０．９４８
度数 ２９ ２９ ２９ ２９ ２９ ２９ ２９

専門と関連しない
アルバイトのみ経験

平均値 ３．８２ ４．１５ ３．９３ ３．４６ ３．４６ ３．７０ ３．１４
標準偏差 ．９４３ １．０５０ １．０７２ １．１７２ １．０９３ １．００１ １．２３９
度数 ２５８ ２５９ ２５８ ２５９ ２５７ ２５９ ２５９

就業体験なし
平均値 ３．８０ ４．０５ ３．９０ ３．２０ ３．２１ ３．７０ ３．２５
標準偏差 １．１３２ １．１９９ １．０８５ １．１６２ １．２２５ １．１２４ １．２３０
度数 ６０ ６０ ６０ ６０ ５８ ６０ ６０

注）各指標は、５件評定による（５が最上の評価）

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．５
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きであろう。特に、短期大学や専門学校における自主的・

自律的な活動範囲がより限定されるセクターにおいて、

「職業統合的学習」の概念の重要性が明らかになった。

ただし、本稿では、教育指導や学習活動における職業と

の関連性という一側面に集中して検討を行った。教員と学

生との、また学生同士の濃厚なコミュニケーションによる

効用など、非大学型高等教育のもつ諸々の特徴を含めた総

合的な分析は今後の課題としたい。吉本（２０１１）の機関

比較モデルを、さらに専門分野的特色において、あるいは

より包括的に学校セクター比較という観点から検討するこ

とが課題となろう。

注
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１）なお、近年、現実の学卒就職・採用問題への手段的な用途で
の「インターンシップ」が拡がっており、この動向は、インター
ンシップ概念を希薄化、混乱させる懸念がある。２０１６年新卒
者の就職・採用から、採用スケジュール繰り下げが行われ、こ
れと連動して２０１４年の夏から秋にかけてインターンシップが
急増している。しかもそれは、日本経済団体連合会が２０１３年
９月に示した「採用選考に関する指針」での考え方、「就業体
験としてのインターンシップの在り方（採用活動と明確に区別
し、学生の就業体験の提供を通じた産学連携による人材育成を
目的とし、５日間以上の期間をもって実施）」から完全に逸脱
し、早期の採用人材の情報収集であり、またほとんど１、２日
の活動となっており、これらは本稿で扱うインターンシップや
政策上の概念とは全く別物であることを注記しておく。
２）科学研究費補助金基盤（A）「非大学型高等教育と学位・資
格制度に関する研究」（吉本圭一代表）において、国際的な通
用性を持つ教育と訓練の分野の分類が探究され、欧州 CEDE-
FOPによる分類に対応づけて、EQ分類（大分類と小分類）が
開発されている。大分類は以下の通り。
０ 普通・一般教育プログラム
１ 人文学、芸術、デザイン
２ 社会科学（ビジネス、法律を含む）
３ 教育、社会福祉
４ 生命科学・理学（コンピュータを含む）
５ 工学、建築、環境
６ 農業・農学（食品化学製造・製パン、獣医学を含む）
７ 医療・保健
８ 家政学・服飾
９ サービス
１０ その他

３）吉本（２００９）では大卒者に対して「初職におけるもっとも
ふさわしい専攻分野」を質問しているが、「特に専攻分野を問
わない」という就職先が３２％、「自分の分野と全く別の分野」
１６％など、専門分野との関連は期待されておらず、結果的な
知識活用度についても初職段階で高い活用度を示してはいない。
また、国際比較調査でも、日本の大卒者は専門との関連した初
期キャリアを形成していないと指摘されている（Schomburg &
Teichler２００６）。
４）就業体験にかかる複数の設問群を用いた指標を作成した結果
として、資格取得のための実習設問に無回答であっても他の設
問に回答していれば集計対象としているため、このような傾向
が生じており、各専攻分野の実習等の必修・選択の別などの制
度の事実データを加味していく必要がある。

５）文部科学省（２０１３、１５頁）によれば「１人の学生が在学中
に１回のみインターンシップに参加する前提での推計を行って
みると、今回の調査結果の参加学生数を４倍（６年制課程は６
倍）し、学生総数から特定の資格取得に関係するインターンシッ
プに参加した学生数を除いた学生数を母数に、特定の資格取得
に関係しないインターンシップに参加した学生数と、単位認定
を行わないインターンシップに参加した学生数の合計数の割合
を試算すると約２３％となる。」

Allen, J., Inenaga, Y., van der Velden, R. and Yoshimoto, K. eds., ( 2007
), Competencies, Higher Education and Careers in Japan and the
Netherlands. Springer.
中央教育審議会（２０１１）『今後の学校教育におけるキャリア教
育・職業教育の在り方について（答申）』

中央教育審議会（２０１２）『新たな未来を築くための大学教育の質
的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する
大学へ～（答申）』
稲永由紀（２００９）「大学学部における卒業生調査の活用：全国学
部悉皆調査から」、吉本圭一編（２００９）、４８‐５７頁
稲永由紀・吉本圭一（２０１３）「高等教育修了者の初期キャリアに
おける仕事と教育の有用性－大学と非大学型高等教育機関との
比較を通して－」『短期高等教育研究』vol．３、１‐８頁

文部科学省（２０１３）『インターンシップの普及及び質的充実のた
めの推進方策について－意見のとりまとめ－』

Schomburg, H. and Teichler, U. ( 2006 ) Higher Education and Gradu-
ate Employment in Europe: Results from Graduate Surveys from
Twelve Countries. Springer
短期大学基準協会（２００５）『短大卒業生の進路・キャリアと短大
評価』
短期大学基準協会・短期大学の将来構想に関する研究会（研究代
表吉本圭一）編（２００９）『短期大学ステークホルダー調査ハン
ドブック』、１‐９１頁

Weert, D.J. & Vidal, J. eds., 2005 , “Enhancing Alumni Research-
European and American Perspective”, San Francisco, Jossey-Bass
吉本圭一（２００６）「インターンシップ制度の多様な展開とイン
ターンシップ研究」『日本インターンシップ学会年報』第９号、
１７‐２４頁
吉本圭一編（２００９）『企業・卒業生による大学教育の点検・評価
に関する日欧比較研究（科研費研究成果報告書）』

吉本圭一（２０１１）「短大教育における総合評価」、小方直幸編『大
学から社会へ―人材育成と知の還元―』玉川大学出版部、３５３‐
３６７頁
吉本圭一・稲永由紀編（２０１３）『第三段階教育における職業統合
的学習』広島大学高等教育開発研究センター、高等教育研究叢
書 No．１２２
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編 集 後 記

昨年末から今年にかけての日本列島は、天気予報通りに大変寒い冬の到来を受け、いたる所で積雪に
よる事故や被害に見舞われましたが、短期大学コンソーシアム九州（JCCK）の紀要『短期高等教育研
究』Vol．５の編集作業が大詰めを迎えるころには、春の陽気を感じる日々が増えてきました。
そのようななか、紀要『短期高等教育研究』Vol．５を皆様のお手元に届けることができました。本号

の内容は、「論文」２編、「研究ノート」２編と、「資料」１編から構成されております。具体的には、「非
大学型高等教育と学位・資格制度に関する研究」において実施された短期大学と専門学校の卒業生調査
をもとに、インターンシップから資格取得のための実習やアルバイト等を含めた「職業統合的学習（work

-integrated learning）」を総合的に把握し、その学習成果形成へのインパクトとして、短期大学・専門学
校教育の初期キャリアへの有用性を検討した１編と、客観的なデータや統計処理の手法を用い、学生の
学習へのエンゲージメントだけでなく、教員のエンゲージメントを取上げ、二段階の因果的構造を論じ
ている１編が、「論文」として掲載されています。また、アメリカ合衆国における短期高等教育の無償
制について、最新の大統領の政策表明を含む多様な資料を意欲的に取り上げ分析を試みた１編と、昨今
の高等教育改革の重要課題である、質の保証、学修成果の向上を短期大学教育のなかで達成するために、
「学修到達目標」並びに「ルーブリック評価指標」の観点から詳細に論じた１編が、「研究ノート」と
して掲載されています。そして、「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化」を考える際
に意味を持つであろう、戦後初期の短期高等教育と職業教育の問題を含む資料を紹介・分析している１
編が、「資料」として掲載されています。
なお、本号の巻頭言は、香蘭女子短期大学学長の坂根康秀先生に執筆をお願いしました。先生は、「短

期大学コンソーシアム九州」発足からさかのぼる「短期大学将来構想研究会（略称：CC研）」時代か
ら、文字通り中心メンバー短大の学長として活躍され、現在も７短大の戦略的連携のために日々ご尽力
されています。先生の、短期大学の現状に対する説得力のある分析と冷静な見通しに、「短期大学コン
ソーシアム九州研究センター」の一研究員として、今さらながら襟を正す思いがしております。「短期
大学は今一度、教育内容の抜本的な見直しを行う必要がある。これからの短期大学には各学校の取り組
みを参考に、独自の教育展開が求められる。そのために、本紀要は少なからぬ貢献が期待できるものと
信じている。」という先生のお言葉をしっかりと噛みしめ、今後も本紀要『短期高等教育研究』の充実・
発展に微力ながら努力する所存です。
最後になりましたが、今年度も、編集委員長である私の段取りの悪さのため、本号の編集に携わって

頂いた方々に、多くのご迷惑をおかけしたことを深くお詫び申し上げたいと思います。特に、原稿を提
出して頂いた執筆者の皆様と編集委員の先生方のご協力に感謝いたします。そして、私の無理な要求に
いつも誠実に対応して下さった鹿毛さんをはじめとする事務局の方々と昭和堂の小玉さんに心から御礼
を申し上げます。ありがとうございました。 （編集委員長）

短期大学コンソーシアム九州紀要 Vol．５
「短期高等教育研究」

２０１５（平成２７）年３月２５日印刷
２０１５（平成２７）年３月３１日発行

発行所 短期大学コンソーシアム九州 研究センター
〒８４０‐８５５０ 佐賀市本庄町大字本庄１３１３番地

佐賀女子短期大学内
TEL：０９５２‐２３‐５１４５ FAX：０９５２‐２３‐２７２４
E-mail：tandai-con@asahigakuen.ac.jp

印 刷 株式会社昭和堂
〒８４９‐０９２１ 佐賀市高木瀬西３‐９‐１
TEL：０９５２‐３３‐１２２１ FAX：０９５２‐３４‐１１４４


